
国内総生産 479

国民可処分所得 385

国民所得 349 政府部門

国民経済

家計部門
（個人企業を含む）

○受取
・可処分所得 287

・家計最終消費 278

収入 185
うち直接税 37

間接税 40

社会保障負担 54

支出 226
うち政府最終消費支出 59

政府固定資本形成 16

社会保障移転 104

社会保障給付 92

うち年金 49

医療 31

社会扶助金 9

無基金雇用者社会給付 3

財産所得の支払い(利子)   10

収入と支出の差 ▲41

うち社会保障基金 ▲ 5

中央政府及び地方政府 ▲ 36

企業部門

賃金・俸給
206

直接税 25
（所得税13、個人住民税11）

社会保障負担（本人分）30

（国保・国年6、健保・厚年等24）

間接税 40
（消費税 13）

社会保障負担 25
（雇主分）

直接税 13
（法人税 9）

一般の行政サービス 74
（政府最終消費支出及び総固定資本形成）

社会保障移転 104

（社会保障給付 92）

（資料）：内閣経済社会総合研究所「国民経済計算」をもとに作成。

ただし、所得税、法人税は財務省調べ。個人住民税は総務省「平成23年度 地方財政白書」による。

○ 国民経済の中の社会保障に係る給付と負担をめぐる資金の動きをみると、直接税38兆円（うち法人税9兆円、所得
税13兆円）より大きな金額が社会保障負担（雇主分25兆円、被保険者本人分30兆円）として負担されている。
○ この社会保障負担を主な財源として，国や地方による一般の行政サービスを上回る規模の金額が、年金や医療、福
祉その他として国民に給付されている。
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